
































ータは、公益財団法⼈愛知県教育・スポーツ振興財団より提供のあった 2020 年 4 ⽉ 1 ⽇現
在のものである。 






図 1 中学夜間学級学習者の国籍割合 
図１は、学習者の国籍について⽇本国籍か否かという⽐率を表したものである。外国籍の
学習者が増加の傾向しており、直近 3 年では 70％を超えていることがわかる。 
図 2 中学夜間学級の学習者の１０代２０代の割合 
また、図２は、中学夜間学級の⼊学者について、年齢別の割合を⽰したものである。 
 ⾒てわかるように、10 代及び 20 代の学習者は、直近 3 年では半数を超えている。そのほ
かの時期でも、学習者の 40％前後が 10 代の若者である。 



















































































































































































 3-1. 視覚化・視覚情報での伝達を⾳声⾔語よりも優先する 






















































４．CALP と BICS を教員の指⽰の⾔葉から再考する 
 カミンズ6は⾔語には、CALP(Cognitive Academic Language Proficiency：学習⾔語能⼒)



















                                                      
6 『マルチリンガル教育への招待』中島和⼦（2010）より 


































図 4 教科書ノートの「前」「後」「先」「次」 
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図 5 時間や時代の「前」「後」「先」「次」 
図 6 ⾏列における「前」「後」「先」「次」 図 7 机の上の「前」 
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さしい⽇本語」を学習者に⾝につけさせたり、利⽤させたりすることは⽬標としてはならな
い。 
 ⼩中学校での指導に、学習者の⺟語による学習⽀援者を配置する、機械翻訳を活⽤するな
ども進められていることは承知しているが、⾼校受験や⼤学受験において、学習者の⺟語す
べてに対応できる状況が整うような状況にはない。学習者の⺟語による学習⽀援者の配置
も、すべての⾔語に対応できるわけではなく、かえって、対応できる⾔語を話す学習者とそ
うではない学習者との格差、差別を⽣む構造になっていることは、なかなか指摘されない。
保護者とのコミュニケーションにおいては、⽇本語に限らず、可能な限り、意思疎通を図る
ための翻訳者、機械翻訳の活⽤は望ましいことだと思うが、教科指導においては、彼らの進
学、就職を考えた場合、⽇本語で⼗分に⾏えるように配慮し教育していく必要がある。教員
が特定の外国語を活⽤することも、望ましいこととは⾔えない。選択されなかった⾔語を⺟
語とする学習者にとっては、疎外感しか抱かせないからである。 
 そういったことを踏まえ、⽇本語だけで⽇本語指導をする、⽇本語だけで教科指導を⾏う
ことは、筆者が講師としてかかわっている愛知県の「外国⼈児童⽣徒教育講座」、名古屋市
の「⽇本語指導を必要とする児童⽣徒指導法講座」でも特に求められている知識・技能であ
る。 
 以上、実際の授業や⽇本語教育での考え⽅に基づき、今後の教員養成の新たな視点として、
教員を⽬指す全ての学⽣が⽇本語教育の基本的な知識を⾝につける必要性は無視できない
要素であると結論付けたい。 
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